
計画地

1

2

東地区（先行区域）

地区面積 構造

階数 高さ

西地区（後続区域）

地区面積 構造

階数 高さ

名称 施行区域面積

名称 幅員 延長 面積

放射第８号線 -

板橋区画街路
第８号線

-

区画道路第１号 ９ｍ 約７５ｍ -

区画道路第２号 ９ｍ 約１５５ｍ -

区画道路第３号 ６ｍ 約８５ｍ -

区道
第2114号線

６ｍ 約１４５ｍ -

上板橋歩行者
専用道路第１号

９ｍ～１３ｍ 約５０ｍ -

そ
の
他

上板橋駅南口
自転車駐車場

-

約０．５ｈａ -

- -

（かみいたばしえきみなみぐちえきまえ ）

ＮＯ．１５３     上板橋駅南口駅前地区（組合施行）

１　計画の概要

板橋区上板橋一・二丁目の各地内

計画の概要
　川越街道から駅前への幅員１６ｍのアクセス道路及び面積約３，９００㎡の交通広場を整備する。

　建物の不燃化及び土地の高度利用を行うことで、防災面の強化及び商店街の活性化を図る。

約１．７ｈａ
東街区　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造
中街区　鉄筋コンクリート造
南街区　鉄骨造

東街区　地上２６階／地下１階
中街区　地上１９階／地下１階
南街区　地上５階／－

東街区　約１００ｍ
中街区　約６０ｍ
南街区　約２３ｍ

２　都市計画の内容

上板橋駅南口駅前地区
第一種市街地再開発事業

約２．２ｈａ

公共施設の
配置及び規模

備考

道
路

別に都市計画において定めると
おり

都市計画道路
整備済み

別に都市計画において定めると
おり

都市計画道路
新設
板橋区上板橋一丁目及
び上板橋二丁目各地内
（終点部）に約３，９００㎡
の交通広場を設ける。

新設

新設

新設

既存道路の拡幅

新設

別に都市計画において定めると
おり

都市計画自転車駐車場
新設 約１，５００台
板橋区上板橋一丁目及
び上板橋二丁目各地内
の交通広場地下に設け
る。



建築敷地面積

都市計画決定

Ａ 約１．９ｈａ ６００％ ５０％ ２００％ ２００㎡ ２ｍ

Ｂ 約０．１ｈａ ２００％ ６０％ １００％ ２００㎡ －

Ｃ 約０．２ｈａ ３００％ ８０％ １００％ ２００㎡ ２ｍ・１．５ｍ

都市計画決定

東地区（先行区域）

東 東 約６６％

中 中 約６１％

南 南 約６６％

東 東 約５９９％

中 中 約５９７％

南 南 約２７３％

東

中

南 駐車場

事業認可 総事業費

西地区（後続区域）

敷地面積 西 建蔽率 西 －

延べ面積 西 容積率 西 －

住宅戸数

駐車場

事業認可 総事業費

中 約７００㎡
約９，６００㎡

（約７，２００㎡）
中層部　　７０ｍ ２ｍ

西 約２，６００㎡
約３４，５００㎡

（約２５，４００㎡）
高層部　１４０ｍ
低層部　　１５ｍ

２ｍ 店舗、住宅、駐車場

東 約２，６００㎡
約３３，５００㎡

（約２５，０００㎡）
高層部　１３０ｍ
低層部　　２０ｍ

２ｍ 店舗、住宅、駐車場

店舗、住宅、駐車場

南 約４００㎡
約１，７００㎡

（約１，７００㎡）
低層部　　２５ｍ

２ｍ
１．５ｍ

店舗、事務所

建築敷地の
整備

整備計画 住宅建設の目標

西 約４，３００㎡ 　敷地内に歩道と一体となった歩行者
空間を確保するため、壁面の位置の
限度を定める。
　南街区の敷地東側には、周辺環境
に配慮するため、幅員１ｍ以上の空地
を確保する。

約７００戸　約６２，０００㎡
東 約４，２００㎡

中

建築物の整備

街
区

建築面積
延べ面積

（容積対象）
建築物の

高さの限度
壁面の

位置の限度
主要用途

上板橋駅
南口駅前地区

平成１６年１１月１５日　板橋区告示第４１７号

４　事業計画の概要

容積率の
最低限度

約１，７３０㎡

用途
住宅戸数

約１０，４５０㎡

約３７，４６０㎡

約４，１２０㎡

敷地面積 建蔽率

約１，２００㎡

南 約６００㎡

平成１６年１１月１５日　板橋区告示第４１３号

３　高度利用地区

地区名 面積
容積率の
最高限度

建蔽率の
最高限度

建築面積の
最低限度

壁面の位置
の限度

令和３年３月２６日　東京都告示第３６０号
令和４年６月１５日　東京都告示第９２８号（変更）

約４１５億円

延べ面積 容積率

約４３３戸

約１５０台店舗、事務所

店舗、住宅、駐車場

店舗、住宅、駐車場

－

－

－

約５６０㎡

約１，１８０㎡

- －

－西用途
－



東地区（先行区域）

西地区（後続区域）

６　位置図

令和　５年　３月１１日 権利変換期日

５　経　緯

年　月　日 内　　　　　　　　　　　　　　　容

協議会設立（西地区：後続区域）平成２８年　９月２９日

令和　３年　３月２６日 市街地再開発組合設立認可

令和　４年　６月１５日 定款・事業計画変更認可

令和　５年　２月２４日 権利変換計画認可

平成　７年　１月３１日 市街地再開発準備組合設立

平成１６年１１月１５日 都市計画決定告示

年　月　日 内　　　　　　　　　　　　　　　容

市街地再開発準備組合改組（東地区：先行区域）平成２８年　９月２９日

令和　３年　７月１０日 市街地再開発準備組合設立

平成１６年１１月１５日 都市計画決定告示



７　区域図

８　完成予想図

東地区（先行区域）のみ

N

凡
例

東地区（先行区域）

西地区（後続区域）

縮尺 １：２５００


